
○仁木町公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則

平成17年11月28日規則第28号

改正

令和２年11月20日規則第29号

令和４年12月３日規則第21号

仁木町公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、仁木町公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成17年仁

木町条例第22号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（公募等）

第２条 町長は、条例第２条第１項本文の規定による公募をするときは、次に掲げる方法により同

項各号に掲げる事項を明示するものとする。

(１) インターネットの利用

(２) 庁舎及び公募の対象となる町が設置した地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」と

いう。）第244条第１項に規定する公の施設（以下「公の施設」という。）における資料の配布

(３) 前２号に掲げるもののほか、町長が適当と認める方法

２ 条例第２条第１項ただし書の規則で定める場合は、次に掲げる場合とする。

(１) 条例第２条第１項本文の規定による公募をした場合であって、次に掲げる場合

ア 条例第３条の規定による申請がなかった場合

イ 条例第４条の規定による審査の結果、同条各号に掲げる選定の基準に適合する団体がなか

った場合

ウ 条例第４条の規定により指定管理者の候補者として選定した団体を指定することが不可能

となり、又は指定することが著しく不適当と認められる事情が生じた場合

(２) 公の施設の性格、規模、機能等を考慮し、公募によることが適当でないと認める場合

(３) 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成11年法律第117号）

第２条第４項に規定する選定事業によりその全部又は一部を整備した公の施設について、同条

第５項に規定する選定事業者に、当該公の施設の管理を行わせようとする場合

(４) 仁木町民間提案制度実施要綱（令和４年仁木町要綱第132号）第３条に規定する対象業務に

ついて提案を行い、第９条の規定により選定された受託者に、当該提案による公の施設の管理

を行わせようとする場合



３ 条例第２条第１項第３号の申請期間は、公募を開始する日から起算して10日以上としなければ

ならない。ただし、同項ただし書の場合は、この限りでない。

４ 条例第２条第１項第６号の町長が定める事項は、次に掲げる事項とする。

(１) 運営経費基準の参考となる額

(２) 指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲

(３) 法第244条の２第８項に規定する利用料金に関する事項（同項の規定により指定管理者に利

用料金を収受させる場合に限る。第８条第６号において同じ。）

(４) 条例第３条各号に掲げる書類の具体的内容

(５) 第10条第１項に規定する管理の目標

(６) その他町長が必要と認める事項

５ 条例第４条の規定による選定において、指定管理者の候補者として適当と認める団体の収支計

画書の額が町で定めた基準額を超えている場合は、町で定めた基準額を明示し、指定管理料につ

いて調整を図ることができる。

（申請）

第３条 条例第３条の規定による申請は、別記第１号様式により行うものとする。

２ 条例第３条第５号の町長が定める書類は、次に掲げる書類とする。

(１) 定款、寄附行為、規約その他団体の目的、組織及び運営の方法を示す書類

(２) 法人にあっては、当該法人の登記簿の謄本

(３) その他町長が必要と認める書類

（審査）

第４条 町長は、条例第４条の規定による審査を行うに当たっては、公の施設ごとに同条各号に掲

げる基準に基づき具体的な審査の項目を定めるものとする。

（欠格事項）

第５条 町長は、条例第４条に規定する申請者が、次の各号のいづれかに該当するときは、当該申

請者を指定管理者の候補者として選定し、又は指定管理者として指定してはならない。

(１) 当該団体の責めに帰すべき事由により町又は他の地方公共団体から指定管理者の指定を取

り消され、その取消しの日から４年を経過しない団体

(２) 当該団体の役員（法人でない団体にあっては、当該団体の代表者）のうち次のいずれかに

該当する者がある団体

ア 公の施設の管理を行うために必要な契約等を締結する能力を有しない者



イ 破産者で復権を得ない者

ウ 町における指定管理者の指定の手続において、その公正な手続を妨げた者又は不正の利益

を得るために連合した者

(３) 破産手続開始の決定を受けた法人又は清算法人

（指定管理者の指定に係る公表）

第６条 条例第６条第２項又は条例第11条第３項の規定による公表は、次に掲げる方法により行う

ものとする。この場合において、第２号の方法により条例第６条第２項の規定による公表をする

ときは、条例第４条の規定による審査の経過及び選定の結果についても公表するものとする。

(１) 当該公の施設における掲示

(２) インターネットの利用

(３) 前２号に掲げるもののほか、町長が適当と認める方法

（変更事項の届出）

第７条 指定管理者は、その名称、代表者の氏名又は主たる事務所の所在地に変更があったときは、

別記第２号様式により、遅滞なく、町長に届け出なければならない。

（協定の締結）

第８条 条例第７条第４号の町長が定める事項は、次のとおりとする。

(１) 再委託の禁止等に関する事項

(２) 関係法令等の遵守に関する事項

(３) 事故発生時の報告等に関する事項

(４) 公の施設の維持補修に係る責任の分担及び公の施設の管理に伴い取得した物品等に関する

事項

(５) 管理の業務に係る経理の区分並びに帳簿等の整備及び保管に関する事項

(６) 利用料金に関する事項

(７) 第10条第１項に規定する管理の目標に関する事項

(８) その他町長が必要と認める事項

（事業報告書の提出）

第９条 指定管理者は、法第244条の２第７項の事業報告書（以下「事業報告書」という。）を毎年

度終了後30日以内に、その管理する公の施設に関する次に掲げる事項を記載した事業報告書を町

長に提出しなければならない。ただし、年度の途中において条例第12条第２項の規定により指定



を取り消されたときは、指定を取り消された日から起算して30日以内に、同日までの事業報告書

を作成し、町長に提出しなければならない。

(１) 管理に係る業務の実施状況及び当該施設の利用状況に関する事項

(２) 使用料又は利用料金の収入の実績に関する事項

(３) 管理に係る経費の収支状況に関する事項

(４) 次条第１項に規定する管理の目標に係る達成状況に関する事項

(５) その他町長が必要と認める事項

２ 前項の事業報告書の様式は、別記第３号様式とする。

３ 町長は、第１項の事業報告書の提出を受けたときは、同項各号の事項について審査し、必要な

指示等を行うものとする。

（管理の目標）

第10条 町長は、指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の効用を最大限に発揮させるとと

もに、当該公の施設の設置の目的を効果的に達成するため、指定管理者が当該指定期間に管理に

係る業務を通じて住民に提供すべきサービスその他の業務の質の向上に関する目標（以下「管理

の目標」という。）を定めなければならない。

２ 町長は、条例第４条の規定により選定を行うときは、同条第２号の基準に基づき、申請者の業

務計画書の内容が、管理の目標を達成するために適切かつ効果的なものであるかどうかを審査す

るものとする。

３ 町長は、指定管理者に管理を行わせる公の施設ごとに、管理の目標に係る達成状況に関する事

項について把握し、定期にこれを公表するとともに、指定管理者がその管理する公の施設に係る

管理の目標を円滑に達成できるよう、指定管理者に対する指示等を行うものとする。

（選考委員会の設置）

第11条 指定管理者の選考を公平かつ適正に行うため、仁木町公の施設に係る指定管理者選考委員

会（以下「選考委員会」という。）を置く。

２ 選考委員会の組織、会議及びその他必要な事項は、町長が別に定める。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

附 則（令和２年11月20日規則第29号）

この規則は、公布の日から施行する。

附 則（令和４年12月３日規則第21号）



この規則は、令和４年12月３日から施行する。


